
仙台市放課後児童健全育成事業補助金交付要綱実施要領 

（平成１７年１０月３１日こども企画課長決裁） 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、仙台市放課後児童健全育成事業補助金交付要綱（平成１７年１０月３１日健康福祉局長決

裁。以下「要綱」という。）第２２条に基づき、実施細目を定めるものとする。 

 

（用語） 

第２条 この要領において使用する用語は、要綱において使用する用語の例による。 

 

（利用児童の募集） 

第３条 補助事業者は、毎年度事業実施にあたって利用児童の募集を行うものとする。 

 

（申請手続） 

第４条 要綱第６条第１項から第３項及び第７項に規定する補助金に係る、要綱第７条に規定する申請は、原則

として、以下の各号に規定する期間に行うものとする。 

 ⑴ 年度開始から補助を受けようとする場合 ４月１日から別に定める日までの間 

 ⑵ 年度途中から補助を受けようとする場合 ４月１日から補助を受けようとする月の前月１５日まで 

 

（様式等） 

第５条 要綱第７条に規定する放課後児童健全育成事業補助金交付申請書の様式は、別記様式第１号のとおりと

する。 

２ 要綱第８条第２項に規定する放課後児童健全育成事業補助金交付決定書の様式は、別記様式第２号のとおり

とする。 

３ 要綱第９条第２項に規定する放課後児童健全育成事業補助金事業変更等承認申請書の様式は、別記様式第３

号のとおりとする。 

４ 要綱第９条第３項に規定する放課後児童健全育成事業補助金事業変更等承認通知書の様式は、別記様式第４

号のとおりとする。 

５ 要綱第１０条に規定する放課後児童健全育成事業補助金交付申請取下書の様式は、別記様式第５号のとおり

とする。 

６ 要綱第１１条に規定する放課後児童健全育成事業補助金事業実施状況報告書の様式は、別記様式第６号のと

おりとする。 

７ 要綱第１３条に規定する放課後児童健全育成事業補助金事業実績報告書の様式は、別記様式第７号のとおり

とする。 

８ 要綱第１４条に規定する放課後児童健全育成事業補助金確定通知書の様式は、別記様式第８号のとおりとす

る。 

９ 要綱第１８条の２第１項に規定する放課後児童健全育成事業補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除

税額報告書の様式は、別記様式第９号のとおりとする。ただし、これと同等の内容を備えている任意の報告書

を使用することを妨げない。 

１０ 要綱第１６条第３項に規定する放課後児童健全育成事業補助金交付請求書の様式は、別記様式第１０号の

とおりとする。ただし、これと同等の内容を備えている任意の請求書を使用することを妨げない。 

 

（その他） 

第６条 補助事業者は、利用者負担金の減額等利用者のサービス向上に努めるものとする。 

２ 補助金の交付対象として、特定の利用者のみを対象としたサービスはその対象としない。 

３ 要綱第４条第２項及び第３項に規定する軽自動車税は、令和２年度から令和７年度までの課税分については

軽自動車税（種別割）と読み替える。 



４ 一の民間児童クラブ事業が複数の支援の単位を有する場合であって、利用実態等に鑑みて複数の支援の単位

を有することが適当と認められるときは、当該支援の単位ごとに補助金を交付することができる。 

５ 要綱第５条第１項に規定する平日平均利用者数の算定にあたっては、小数点以下第一位の数値を四捨五入し、

年間平均利用者数の算定に当たっては、小数点以下の端数を切り上げて算出するものとする。 

６ 前項の規定による平日平均利用者数の算定にあたっては、感染症に伴う学級閉鎖等のやむを得ない理由によ

り利用者数が著しく減少する開所日における利用者数を除くことができる。 

７ 長時間開所加算補助金の算定に用いる年間平均時間数の単位は時間とし、小数点以下第三位を切り捨てるも

のとする。 

８ 補助対象年度の途中から事業を開始した場合や補助対象年度内において事業を実施しない月があった場合

等における、年間開所日数の算定方法及び激変緩和補助金の算定方法は、要綱に定めるものの他、当該年度に

おける事業実施状況等を考慮して児童クラブ事業推進課長が別に定める。 

９ 児童クラブの開所日数および開所時間は、補助金交付申請書及び補助金実績報告書の記載によるものとする。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この要領は、平成 17年11月 1日から実施する。 

（平成 17年度に係る交付対象者の指定） 

2 平成 17年度の放課後児童健全育成事業計画書の提出に限り、平成 17年11月1日現在、市内において健全育

成事業を実施しているものに係る第 3 条の適用については、同条中「指定を受けようとする日の 20 日前」と

あるのは、「平成17年 11月 30日」とする。 

 

附 則（平成18年 3月31日改正） 

この改正は、平成 18年 4月 1日から実施する。 

附 則（平成19年 3月30日改正） 

この改正は、平成 19年 4月 1日から実施する。 

附 則（平成22年 3月23日改正） 

この改正は、平成 22年 4月 1日から実施する。 

附 則（平成23年 1月21日改正） 

この改正は、平成 23年 2月 1日から実施する。 

   附 則（平成25年 3月 18日改正） 

この改正は、平成 25年 4月 1日から実施する。 

   附 則（平成27年 4月 1日改正） 

この改正は、平成 27年 4月 1日から実施する。 

   附 則（平成28年 3月 18日改正） 

この改正は、平成 28年 3月 18日から実施する。 

   附 則（平成28年 3月 24日改正） 

この改正は、平成 28年 4月 1日から実施する。 

   附 則（平成28年 4月 1日改正） 

この改正は、平成 28年 4月 1日から実施する。 

附 則（平成28年 9月30日改正） 

この改正は、平成 28年10月 1日から実施する。 

附 則（平成30年 4月 1日改正） 

この改正は、平成 30年 4月 1日から実施する。 

附 則（平成31年 4月 1日改正） 

この改正は、平成 31年 4月 1日から実施する。 

附 則（令和 2年 4月 1日改正） 



この改正は、令和 2年 4月1日から実施する。 

附 則（令和 3年 4月 1日改正） 

この改正は、令和 3年 4月1日から実施する。 

附 則（令和 4年 4月 1日改正） 

この改正は、令和 4年 4月1日から実施する。 

附 則（令和 5年 4月 1日改正） 

この改正は、令和 5年 4月1日から実施する。 

附 則（令和 6年 4月 1日改正） 

この改正は、令和 6年 4月1日から実施する。 

   附 則（令和 7年 4月 1日改正） 

この改正は、令和 7年 4月1日から実施する。 

   附 則（令和 8年 4月 1日改正） 

この改正は、令和 8年 4月1日から実施する。 


